
職員手当の状況（29 年 4 月 1 日現在） 特別職の報酬などの状況
（29 年 4 月 1 日現在）

勤務時間、休憩時間

分限の状況（28 年度）

心身の故障による休職　　　　3 人

懲戒処分の状況（28 年度）

懲戒処分 ( 戒告以上）　　　　6 人

年次有給休暇の取得状況 （平成28年度実績） その他の勤務条件

平均給料・給与月額と平均年齢の状況（29 年 4 月 1 日現在）

一般行政職職員 全　職　員
蒲郡市 愛知県 国 蒲郡市 愛知県 国

平均給料月額 　　　円
304,300

　　　円
329,395

　　　円
330,531

　　　円
302,400

　　　円
348,818

　　　円
339,980

平均給与月額 333,716 387,988
（388,459） 410,719 326,976 408,642

（408,915） 416,969

平均年齢 38.3 歳 41.9 歳 43.6 歳 37.3 歳 40.8 歳 43.2 歳

年度 26 27 28 29

ラスパイレス指数 100.9 100.1 101.5 101.4

勤務時間 月曜日～金曜日
午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分

休憩時間 正午～午後 1 時

人数 日数 １人あたり日数

1,011 人 9,034.6 日 8.9 日

病気休暇 90 日

特別休暇 結婚休暇 5 日、夏季休暇 5 日、
産前産後休暇各 8 週、忌引など

種類 内容（平均支給額：28 年度普通会計決算）

扶養手当
配偶者 10,000 円、子 8,000 円、父母など 6,500 円

（配偶者がない場合、子 10,000 円、父母など 9,000 円）
16 ～ 22 歳の子は一人につき 5,000 円加算

通勤手当
交通機関利用者　運賃など相当額（上限 55,000 円）
自動車など利用者　通勤距離に応じて 2,000 ～ 22,500 円
※ 片道 2 キロ未満通勤者や徒歩通勤者には支給なし

住居手当 家賃の額に応じて支給（上限 27,000 円）
※ 持ち家には支給なし

特殊勤務手当 危険・不快・不健康・困難な特殊勤務に従事する職員に支給
（支給対象職員 1 人当たりの平均支給月額 15,716 円）

時間外勤務手当 正規の勤務時間を超えて勤務した職員に支給
（職員 1 人当たりの平均支給月額 24,648 円）

期末手当・勤勉手当 年間支給割合（一般職員）　期末手当 2.6 月分、勤勉手当 1.7 月分
※ 職制上の段階、職務の級などにより 5 ～ 20％の加算措置あり

退職手当

自己都合　　勤続 25 年 29.145 月分　  35 年 41.325 月分
　　　　　　最高限度 49.59 月分
勧奨・定年　勤続 25 年 34.5825 月分　35 年 49.59 月分
　　　　　　最高限度 49.59 月分

（１人当たり平均支給額 自己都合 399 千円、勧奨・定年 21,495 千円）

種類 報酬などの月額

給料
市　長 927,000 

副市長 781,000 

報酬

議　長 532,000 

副議長 489,000 

議　員 457,000 

期末手当

市　長

年 3.25 月分
（45％の加算措置あり）

副市長

議　長

副議長

議　員

退職手当
市　長 給料月額 × 在職年数 ×2.7

副市長 給料月額 × 在職年数 ×1.75

※平均給与月額は、給料、扶養・地域・住居・管理職手当の合計額の平均(県・国は、単身赴任・特地勤務手当などを含む)
※県の（　）内の金額は、特例による減額前の平均給料、給与の額

※ラスパイレス指数とは、一般行政職の各経験年数別の平均給料
　月額を国家公務員を100とした場合と比較したもの。
　（　）内の値は、国家公務員の給料減額措置がないとした場合の値
※29年度の値は試算値

※市民病院や消防、ボートレース事業部などの変則勤務の
職場は除く。

※1年につき20日付与

職員の勤務時間その他の勤務条件

職員の分限および懲戒処分

職員の服務

職員の研修

職員の人事評価

職員の福利厚生制度

職員の退職管理
　地方公務員法に定められた市職員の義務を
周知徹底するため、服務制度に係る研修を実施
するとともに、随時、通知文書などにより服務
規律の徹底を図っています。
　また、ハラスメント相談窓口を設置して職場
におけるハラスメントの防止に努めています。

　職員研修計画に基づき、戦略的な地域づくりの担い手としての職員の
育成に向けて職員研修を実施しています。
　28 年度に実施した研修は合計 42 コースで、延べ受講者数は 3,665 人
です。

　人事管理の基礎および人材育成に活用する
ため、人事評価実施規程に基づき、職務におけ
る能力評価および業績評価を行っています。

　蒲郡市職員互助会、安全衛生委員会を組織するとともに、愛知県市町
村職員共済組合による共済制度などにより、職員の福利厚生や健康維持
のための事業を行うことで、公務能率の向上を図っています。

　地方公務員法に定められた元職員による働
きかけの禁止の実効を高めるため、再就職した
元職員に対し、再就職の届出を義務付けていま
す。
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